
ただいまより、第69期事業報告についてご報告いたします。
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当期の事業環境につきましては、
新型コロナウィルス感染症の継続や、半導体供給不足による車両減産、
原材料費や輸送費、燃料費等の上昇など様々な外部環境の影響を
受けたことで、企業経営に対する収益面での圧迫要因が多数発生いたしました。
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こうした環境下におきましても、株式会社フコクは昨年度に引き続き、
工場などの生産現場における合理化や自動化を推進するとともに、
間接部門におきましてもデジタル化や業務の効率化を進めてまいりました。
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その一例といたしまして、
工場におきましては、これまで人が検査していた工程を自動化したり、
書類での管理をDXによってシステム化に置き換える等、
人が作業に専念出来、働きやすい現場環境を実現しております。
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また、今年度より新たに生産を開始した生産現場におきましても、
生産ライン開始当初から 作業手順書やロット記入をデジタル化することで
作業効率の更なる向上を進めております。
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こうした生産工程の合理化を進める一方、
モノづくりにおける品質向上に更に力を割いて取り組めたことで、
国内外の取引先から品質に関する表彰を数多く頂戴いたしました。
その数は2020年度比較で3割増となっております。
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これらのことから、2022年3月期の連結営業利益はご覧の通りになります。

売上増に伴う操業度益が28億円ほどありましたが、
原材料費や輸送費高騰などの環境悪化に加えて、人件費増などによる
経費増があり、操業度益を超える水準にまで利益を押し下げましたが、
合理化・体質改善努力によりカバーし、増益を確保することができました。



第69期の連結業績はご覧の通りです。

特に、画面中段の1株当たり当期純利益は、127.24円と昨年に引き続き
大きく上昇しています。
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配当政策につきましては、連結配当性向30%を目安に、
安定配当を継続することを基本方針としております。

2021年度の1株当たり配当金は49円となり、
中期経営計画策定時予想より14円増配となりました。
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次に、2023年3月期の業績予想につきましてご説明いたします。

外部環境がなお不透明な中ではありますが、新製品の投入や
受注の回復を見込み、売上高は770億円、前年比7%増となる予想です。
営業利益はほぼ倍増の37億円、経常利益は50%増の38億円、
当期純利益は30%増の27億円を見込んでおります。
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対前年比、営業利益増減要因は、ご覧の通りになります。

原材料費や運賃高騰、人件費を中心とした経費増はあるものの、
採算改善の積み増しや変動対応力の更なる強化の取り組みを反映し、
操業度益を留保できる経営をしてまいります。



ここからは、昨年2月に公表しました中期経営計画の進捗について
ご説明させて頂きます。

中期経営計画の計画骨子としましては、既存事業を深堀りして
更なる収益拡大をはかると同時に、
将来に渡って世の中の課題にソリューションを提供するための種まきを行います。
それらを、『深化』と『新化』という言葉で表現いたしました。
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まず、既存事業の深化については、
フコクのコア事業である「ワイパ事業」の強靭化を進めております。

これまで、拭きの良いワイパを開発するためには、従来、試作・評価の繰り返しを必要としてき
ました。
EVの時代において開発期間短縮は最優先課題であり、その要求に応えるため、仮想設計
による最適解を提供できるシミュレーションシステムを開発完了させる
ことが急務となっており、その第1弾を完成させることができました。

また、画面右側にありますように、大型の恒温槽も導入し、
従来お客様にお願いしていた実車・実機レベルでの評価が自社内で可能と
なりました。これにより最適な部品形状・材質を他社よりも速く提供することが
出来るようになり、更なる拡販の加速が可能になるものと確信しております。
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一方、将来に向けた新化におきましては、
自動車業界にけるCASE時代への変化対応として、バッテリーホールドシートが、
トヨタ初のバッテリー電気自動車であるbZ4Xに採用されました。

このほかにも、防水・防塵・防振といったゴムの基本性能を発揮できる
領域での要望に応じ、技術開発体制を強化することで、
電動化への対応を更に進めてまいります。
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次に数値計画の達成状況です。

初年度である2022年3月期の実績は、中計目標と比較しますと、
売上・利益ともに目標未達に終わりました。
2年目である2023年3月期は、売上高はほぼ中計目標通りですが、
不透明な外部環境の影響を受けまして、利益目標は目標に届いておりません。
しかしながら最終年度の2024年3月期には、更なる経営基盤強化の取り組みを継続し、売
上・利益ともに目標を達成したいと考えております。
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続きまして、当社の1株あたり配当金についてご説明いたします。

中期経営計画等でお示ししております通り、
2021年度は49円、2022年度は50円、と増配を目指しております。
今後も株主の皆様への利益還元を重要な経営課題と位置づけ、
企業価値の向上に取り組んでまいります。
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次に、サステナビリティ・ESG経営への取組みといたしましては、
当社は4つの環境目標を設定しました。
2025年度に製造工程廃棄物50%削減、
2030年度にはCO2排出量を2013年度比較46％削減、
2040年度に埋立処分率1%以下、
2050年度にカーボンニュートラルの目標を掲げております。

また当社は、金融安定理事会により設置された
「気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）」の提言に対し、
賛同を表明いたしました。
TCFDの提言への賛同表明を機に、持続可能な社会への貢献と
企業の持続的な成⾧のために、「サステナビリティに向けての重点課題」の一つとして、「気候
変動への対応」に関する情報開示を今後積極的に行ってまいります。
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最後になりますが、当社は本年4月よりプライム市場へ上場いたしました。

「上場維持基準の適合状況」といたしましては、
昨年6月末の東証による移行基準日時点では、
流通株式時価総額が基準未達の92.9億円でしたが、
その後、株価の上昇や持ち合い株の解消等による流通株式数の増加をうけ、
本年3月末時点での流通株式時価総額は、15億円増加の約108億円となり、
基準を満たしております。

今後も、企業価値向上に努め、継続的に100億円超を目指してまいります。
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以上で第69期事業報告を終わらせていただきます。
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